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弾性波アクロスと地震計アレーによるＣＯ２地中貯留の長期連続監視法・その I
Semi-permanent continuous monitoring of the CO2 sequestration zone using Seismic
ACROSS and multi-geophones - Part I
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地中貯留したＣＯ２に対して環境保全と安全性の観点からその後の状態を常時監視することが求められている。この
監視方法には孔井内の連続モニターや３Ｄ地震探査の繰り返し法があるが、孔井掘削は高額でありまた孔井の広がりが
３００ｍ程度であるので広範な場所の監視は難しい問題がある。また３Ｄ地震探査の繰り返しによる４Ｄ探査はやはり
調査費用と震源の再現性に難点がある。本報告では、比較的安い費用でかつ精度を高くＣＯ２の常時監視を行うため、長
期安定な地震波震源として開発されてきた弾性波アクロス震源（ＡＣＲＯＳＳ：Ａｃｃｕｒａｔｅｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏ
ｌｌｅｄ　ａｎｄ　Ｒｏｕｔｉｎｅｌｙ　Ｏｐｅｒａｔｅｄ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ）を持いた手法について述
べる。Ｐａｒｔ　Ｉではその基本的手法と２Ｄシミュレーションの結果について述べる。Ｐａｒｔ　ＩＩでは３Ｄシミュ
レーションの結果について報告する。地震予知研究を目的とした弾性波アクロスの場合、対象深度は２０～３０ｋｍと深
いプレート境界であるが、ＣＯ２貯留層の監視では空間スケールが数ｋｍであり、検証したい精度は深さと水平方向でと
もに数１０ｍ～数ｋｍと言われている。そこでその要求を達成するためのシミュレーションとアクロスを用いたフィー
ルド実験を行っている。本２Ｄのシミュレーションでは深さ１ｋｍに水平の長さ５０ｍ、厚さ１０ｍの４つのブロック
を置いた。周囲の速度は３．５ｋｍ／ｓ、ブロック中は２．５ｋｍ／ｓから２ｋｍ／ｓと変化させる。同時に表層の堆
積層中にも１％の速度変化を与えた。震源はアクロス１台、受信波形は１００ｍ毎に８１箇所で計算した。１５Ｈｚの
リッカーウエーブレットの上下加震のシングルソースを用い、有限差分法によりマルチレシーバーの波形を計算し、速
度変化前と後の差分を取り差分波形を逆伝搬させて、速度変化領域のイメジングを試みた。逆伝搬には４個の速度異常
域を含む、速度変化前の構造を用いた。均質構造を用いると再現できるイメージはそれほど明瞭なものは得られないが、
異常域の位置はある程度再現できる。表層の影響と震源位置、観測点位置を検討した結果、適切な震源・観測点配置を
選び、～２０％の速度変化が期待できる場合、１台の地震アクロスで、幅５０ｍ、厚さ１０ｍ程度の地下の速度変化領
域をイメジングできる可能性が示唆された。複数の地震アクロスの使用はより良い結果を得るのに有効であろう。２０
１１年２－３月、淡路島において改良型弾性波アクロス (１０－５０Ｈｚ起振、発生力は５０Ｈｚで４００ｋＮ)を用い、
１００ｍの深度に注入した空気に対するイメジング試験観測を行っている。
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超臨界CO2を用いた岩石浸透試験装置の開発
An Experimental Equipment for Permeability Using Super-Critical CO2
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CO2の地層隔離の際に地中の流体流動を予測するためには，相対浸透率などの二相流の浸透特性が必要である。相対
浸透率データを得るためには，実質 3つの手段が考えられる。すなわち，(1)室内実験による直接測定，(2)毛管圧力デー
タによる推定と (3)フィールドデータからの逆算である。CO2の地中隔離においては，CO2による水の非置換部分を表
す残留水飽和度が非常に重要な意味を持つが，毛管圧力からこの値を見積もることは不可能であり，フィールドデータに
ついては CO2地層隔離のデモンストレーションや油田における EORかガス貯蔵等の外には取得することが難しい。し
たがって，CO2地中隔離のサイト選定を行うには室内実験による相対浸透率の直接測定が必要である。
室内実験で直接的に相対浸透率を決定するための方法は 2種類あり，ひとつは定常法と呼ばれる手法，もうひとつは

非定常（置換）法と呼ばれる手法である。
定常法では初期状態として試料を水で飽和させた後，2種類の流体を予め定められた流量比で注入し，流出側の流量比

が注入側と等しくなるまで注入を続ける方法である。流入側と流出側の流量比が等しくなった状態で，試料内部は定常
流動状態となったと考えられ，その時の飽和度は一定状態に達していると考えられる。この方法では流量比を変えて再
度定常状態に達するまで試験を行うことでいっそうの水分を排出させて飽和度を変化させる。完全な相対浸透率のカー
ブを得るためにはこの手順を継続して繰り返さなければならない。したがって，定常法はかなりの手間と時間を要する
試験方法である。
一方で，置換法は比較的簡単で迅速な試験方法である。初期状態では定常法と同様に試料を水で飽和状態とし，ガス

（CO2）だけを試料に注入する。定常法と異なり 1種類の流体だけが試料に流入し，2種類の流体が流出することになる。
図.1に相対浸透率試験装置の概略図を示す。この装置を用いることにより，超臨界状態のCO2による浸透実験を行う

ことが可能である。CO2は圧入ポンプ内で加圧され，その後，定温のインキュベータに設置したコアホルダー内部の試
料に流入される。コアホルダーの最大圧力容量は 50MPa，配管経路の最大圧力容量は 25MPaであり，この装置により
地下 2,000m程度の圧力状況を再現することが可能である。
相対浸透率試験の過程では，2種類の流体が試料から流出する。置換法の場合には，相対浸透率と飽和度の計算のため

に，それぞれの流体の積算流量を個別に計測する必要がある。2種類の流体は，その密度差によりセパレータ内部で分離
し，1種類の流体 (通常は，置換側の流体)はセパレータより流出させ，もう片方の流体 (被置換側)をセパレータ内部に
残留させる。また，背圧ポンプの制御量から総流出体積を求め，セパレータにおける液面変化を計測することにより，個
別の流体の積算流量を計算することが可能である。一般にセパレータを用いて液面を計測する手法はいくつか提案され
ており，1つの方法はセパレータに設置した窓を通した光学的な計測，もうひとつは，差圧計または静電容量計を用いた
間接的測定である。高圧のセパレータに観測窓を設置することは，法規制の面からやや難しく，著者らの装置では静電
容量計を採用した。
一方で，定常法では主たる実験上の問題は飽和度の正確な計測となる。多くの場合，飽和度は試験後に試料質量を計

測することによって直接測定されるか，実験中における試料の比抵抗値や NMR，電磁波の吸収率，X 線 CTスキャン等
で間接的に測定する方法がとられる。この先，ここで紹介した装置を用いて定常法の実験を行う場合には，上記のよう
な方法で飽和度の測定を行う技術の追加が必要である。
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CO2漏洩事象ナチュラル・アナログとしての松代地域（長野県）－フォローアップ
調査結果の速報－
Matsushiro district, Nagano, as a natural analogue of leakage of stored CO2 - A prelimi-
nary report of follow-up study -
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CO2地中貯留では、CO2を圧入することによる地盤・岩盤の変形、亀裂系の伸展や再活動、そしてこの種のメカニカ
ルな変化に起因する漏洩が懸念される。この問題は、地質学的変動帯に位置する我が国においては、地中貯留の成立のみ
ならず、この事業が社会的に受け入れられるためにも、事前に影響評価をおこなう手法の確立が急務になっている。し
かし貯留・圧入法等の実証試験と異なり、漏洩事象については実験的発現は趣旨として許されない。このため、天然で
CO2湧出やそれに関わる地盤・岩盤変位の認められる地域を対象とした「ナチュラル・アナログ」研究を行う必要があ
る。産総研では、かつて顕著な群発地震活動とともに大量の水や CO2の湧出を記録した松代地域（長野県）を対象に、
CO2漏洩事象のナチュラル・アナログ研究を行ってきた（當舎ほか、2008）。産総研では平成 22年度より経済産業省か
らの委託研究として「二酸化炭素挙動予測手法開発事業」を実施し、この中で、流体流動-熱輸送-ジオメカニクス（岩石
力学）連成シミュレーションにより地下流体圧上昇に原因するCO2漏洩可能性を評価する研究開発を行うこととなった。
今回は本委託研究の一環としておこなった松代ナチュラル・アナログ研究での CO2フラックスおよび湧水等の地化学に
関する予備的研究の結果を報告する。
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